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目次中◎印のあるものは、高知県法規集に登載するものです。
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規 則

高知県収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則をここに公

布する。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

高知県規則第52号

高知県収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則

高知県収入証紙条例施行規則（昭和39年高知県規則第28号）の

一部を次のように改正する。

第 3条の 2に次の 1号を加える。

( 4 )　高知県立都市公園条例（平成17年高知県条例第 7号）第

19条第 1項の規定により徴収する広告出展料のうち、春野総

合運動公園の野球場のグラウンドフェンスに設置する広告に

係るもの

附　則

この規則は、公布の日から施行する。

高知県会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

高知県規則第53号

高知県会計規則の一部を改正する規則

高知県会計規則（平成 4年高知県規則第 2号）の一部を次のよ

うに改正する。

附則に次の 1項を加える。

（会計管理者の事務委任の特例）

4　「新型コロナウイルス感染症対策助け合い寄附金」の収納に

関する事務については、会計管理者は、当該事務を会計管理課

の出納員に委任するものとする。

附　則

この規則は、公布の日から施行する。

告 示

高知県告示第600号

医療機関について、次のとおり生活保護法（昭和25年法律第

144号）第49条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成 6年法律第30号）第14条第 4項においてその例による

ものとされた生活保護法第49条の指定をした。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

医療機関の名称　医 療 機 関 の 所 在 地　指定年月日

エール薬局浦ノ　須崎市浦ノ内東分168－137  　　令 2・ 7・ 1

内店

高知県告示第601号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の 2 及び中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6年法律第30号）

第14条第 4項においてその例によるものとされた生活保護法第50

条の 2の規定により、指定医療機関の事業の廃止について次のと

おり届出があった。

　　令和 2年 7月28日

　　　　　　　　　　　　　　　　　高知県知事　濵田　省司

医療機関の名称　医 療 機 関 の 所 在 地  廃止年月日

上 分 診 療 所　須崎市上分丙92番地 1　　 　　 令 2・ 5・21

高知県告示第602号

漁船損害等補償法施行令（昭和27年政令第68号）第 5条第 1項

の規定により、漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第112

条第 1 項の規定による同意を求めるための事前届出があったの

で、同令第 5条第 3項の規定により告示し、当該届出に係る指定

漁船調書を次のとおり縦覧に供する。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

1　届出事項

( 1 )　発起人の住所及び氏名

室戸市　　　　　　　　　　　　　　　岡　　　愛　寿

〃　　　　　　　　　　　　　　　　　田　中　　　訓

〃　　　　　　　　　　　　　　　　　坂　本　越　也

( 2 )　加入区の名称

吉良川町加入区

( 3 )　漁船損害等補償法第113条第 1 項の申出をする漁業協同

組合の名称

吉良川町漁業協同組合

2　指定漁船調書の縦覧

( 1 )　縦覧期間

令和 2年 7月28日から同年 8月11日まで

( 2 )　縦覧場所

吉良川町漁業協同組合事務所

高知県告示第603号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。 

その関係図面は、令和 2年 7月28日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県安芸土木事務所において一般の縦覧に供する。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

1　道路の種類　県道

2　路　線　名　安田東洋

3　道路の区域

区 　　　 　間
延　　　　長

（メートル）

敷地の幅員

（メートル）

変更前

後の別

安芸郡安田町東島字

上ヱ大サデ4292番か

ら

〜 63前

5.8

11.7
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高知県告示第604号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。 

その関係図面は、令和 2年 7月28日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県高知土木事務所において一般の縦覧に供する。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

1　道路の種類　県道

2　路　線　名　南国伊野

3　道路の区域

高知県告示第605号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 2 項の規定により、

道路の供用を次のとおり開始する。

その関係図面は、令和 2年 7月28日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県幡多土木事務所において一般の縦覧に供する。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

1　道路の種類　県道

2　路　線　名　清王新田貝ノ川

3　道路の区域

高知県告示第606号

平成19年 4 月高知県告示第262号（会計管理者及び出納員の権

限に属する事務の一部委任）の一部を次のように改正する。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

別表第 1 中「）の入札当日における収納及び還付に関する事

務」を「）の入札当日における収納及び還付に関する事務並びに

「新型コロナウイルス感染症対策助け合い寄附金」の収納に関す

る事務」に改める。

別表第 2中

に改める。

公　　　　　　　告

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定によ

り、野市町本村土地改良区から次のとおり退任及び就任した役員

の届出があった。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田  省司

　役名　　　氏　名　　　　住　　　　　　　所

（退任）

　理事　　西内　和則  香南市野市町本村1248番地

  〃　　　公文　正浩　〃　　〃　　　　882番地

　〃　　　竹村　彰夫　〃　　〃　　　　1121番地

　〃　　　水野　眞一　〃　　〃　　　　1291番地 1

　〃　　　南　　栄次  〃　　〃　　　　1419番地

　〃　　　嶋村　雅彦  〃　　〃　　　　1262番地

　〃　　　藤村　　稔  〃　　〃　　　　732番地

　〃　　  恒石　　謙  〃　　野市町兎田152番地 1

　〃　　　小松　　裕　〃　　〃　　　　513番地

　〃　　　野口　　敬　〃　　〃　　　　507番地

　〃　　　西　　　功　〃　　野市町中山田326番地

　〃　　　池添孝史郎　〃　　野市町新宮448番地

　〃　　　黒瀬　隆司　〃　　野市町中ノ村602番地

　〃　　　村上　祐一　〃　　香我美町山北1162番地 1

　監事　　西村　俊一　〃　　野市町兎田164番地

　〃　　　岩田　昌英　〃　　野市町中ノ村646番地13

　〃　　　服部　　勝　〃　　野市町本村1494番地

（就任）

　理事　　西内　和則　香南市野市町本村1248番地

　〃　　　公文　正浩　〃　　〃　　　　882番地

　〃　　　竹村　彰夫　〃　　〃　　　　1121番地

　〃　　　水野　眞一　〃　　〃　　　　1291番地 1

　〃　　　南　　栄次　〃　　〃　　　　1419番地

　〃　　　嶋村　雅彦　〃　　〃　　　　1262番地

　〃　　　藤村　　稔　〃　　〃　　　　732番地

　〃　　　恒石　　謙　〃　　野市町兎田152番地 1

　〃　　　小松　　裕　〃　　〃　　　　513番地

　〃　　　野口　　敬　〃　　〃　　　　507番地

　〃　　　田中　祐一　〃　　野市町中山田203番地

　〃　　　黒瀬　隆司　〃　　野市町中ノ村602番地

　〃　　　黒石　太一　〃　　香我美町山北957番地

　監事　　西村　俊一　〃　　野市町兎田164番地

　〃　　　岩田　昌英　〃　　野市町中ノ村646番地13

  〃　　　小松　政仁　〃　　野市町本村1295番地

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定によ

り、宿毛市北川土地改良区から次のとおり退任した役員の届出が

あった。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

役名　　　氏　名　　　　住　　　　　　　所

監事　　野口　直行　宿毛市平田町戸内4734番地 2

〃　　　尾川　典生　〃　　〃　　　　4714番地 1

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定によ

り、今成土地改良区から次のとおり退任した役員の届出があっ

た。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

役名　　　氏　名　　　　住　　　　　　　所

理事　　箭野　圭市　高岡郡越知町今成 6番地

安芸郡安田町東島字

上ヱ大サデ5344番 2

まで 〜 63後

9.1

13.9

区 　　　 　間
延　　　　長

（メートル）

敷地の幅員

（メートル）

変更前

後の別

高知市土佐山桑尾字

大向2480番 2から

高知市土佐山桑尾字

大向1624番 1まで

〜 63前

〜 63後

36.5

134.0

36.5

119.5

供 用 開 始 区 間
延　　　　長

（メートル）
供用開始年月日

78
令和 2年 7月28

日

土佐清水市貝ノ川字古川

228番 1から

土佐清水市貝ノ川字馬場ノ

ウ子1910番 1まで

政策企画課

の出納員

会計管理課

の出納員

政策企画課

の出納員

政策企画課

の現金取扱

員

会計管理課

の現金取扱

員

政策企画課

の現金取扱

員

「

「

を

」

」

「こうちふるさと寄附金」の

収納に関する事務

「新型コロナウイルス感染症

対策助け合い寄附金」の収納

に関する事務

「こうちふるさと寄附金」の

収納に関する事務
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〃　　　橋詰　侑典　〃　　越知町横畠南3931番地

〃　　　橋詰　和雄　〃　　越知町今成28番地

〃　　　箭野　宏明　〃　　〃　　　　1793番地

〃　　　橋詰　教雄　〃　　〃　　　　1770番地

〃　　　三宅　勲治　〃　　〃　　　　1785番地

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第 2 項の規定によ

り、野市町本村土地改良区の定款の変更を令和 2年 7月14日に認

可した。

なお、この認可については、この認可があったことを知った日

の翌日から起算して 6箇月以内に、高知県を被告として（訴訟に

おいて高知県を代表する者は高知県知事となる。）、この認可の

取消しの訴えを提起することができる。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

土地改良法（昭和24年法律第195号）第68条第 4 項において準

用する同法第18条第17項の規定により、今成土地改良区から次の

とおり就職した清算人の届出があった。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

氏　名　　　　　住　　　　　　　所

箭野　圭市　　高岡郡越知町今成 6番地

橋詰　侑典　　〃　　越知町横畠南3931番地

橋詰　和雄　　〃　　越知町今成28番地

箭野　宏明　　〃　　〃　　　　1793番地

橋詰　教雄　　〃　　〃　　　　1770番地

三宅　勲治　　〃　　〃　　　　1785番地

土地改良法（昭和24年法律第195号）第68条第 4 項において準

用する同法第18条第17項の規定により、宿毛市北川土地改良区か

ら次のとおり退職した清算人の届出があった。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

　　氏　名　　　　　住　　　　　　　所

　下村　武彦　宿毛市平田町戸内4754番地 5

  藤田　卓也　〃　　〃　　　　4845番地

下村　芳正　〃　　〃　　　　4722番地

山本　陽介　〃　　〃　　　　4282番地 1

岩本　誠司　〃    〃　　　　4919番地

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第 1 項の規定によ

り、県営土地改良事業（庄毛地区農業競争力強化農地整備事業

（区画整理））の計画を定めたので、次のとおり関係書類を縦覧

に供する。

令和 2年 7月28日

高知県知事　濵田　省司

1　縦覧に供する書類

県営土地改良事業計画書の写し

2　縦覧期間

令和 2年 7月28日から同年 8月26日まで

3　縦覧場所

室戸市役所

4　その他

この土地改良事業の計画については、縦覧期間満了の日の翌

日から起算して15日以内に知事に対して審査請求をすることが

できる。

また、この土地改良事業の計画については、上記の審査請求

のほか、この土地改良事業の計画が定められたことを知った日

の翌日から起算して 6箇月以内に、高知県を被告として（訴訟

において高知県を代表する者は高知県知事となる。）、土地改

良事業の計画の取消しの訴えを提起することができる。

公 安 委 員 会 告 示

高知県公安委員会告示第10号

警備業法（昭和47年法律第117号）第23条第 1 項に規定する警

備員又は警備員になろうとする者に対する検定を次のとおり実施

する。

令和 2年 7月28日

高知県公安委員会委員長　小田切　泰禎

1　検定を実施する警備業務の種別及び級

交通誘導警備業務　 1級

2　検定の実施日及び開始時間並びに実施場所

( 1 )　検定の実施日及び開始時間

令和 2年10月28日（水）午前 9時

( 2 )　検定の実施場所

高知市春野町芳原2485番地

高知県立春野総合運動公園陸上競技場

3　検定の実施予定人員

30人

4　受検資格者

高知県内に住所を有する者（以下「県内に住所を有する者」

という。）又は高知県外に住所を有する者で高知県内に設けら

れた警備業の営業所に所属する警備員（以下「県外に住所を有

する警備員」という。）で、次のいずれかに該当するもの

( 1 )　交通誘導警備業務 2級の検定に係る合格証明書の交付

を受けている者であって、当該合格証明書の交付を受けた

後、当該種別の警備業務に従事した期間が 1年以上である

もの

( 2 )　高知県公安委員会から( 1 )に掲げる者と同等以上の知

識及び能力を有すると認める者として、交通誘導警備業務

1 級検定受検資格認定書（以下「 1 級検定受検資格認定

書」という。）の交付を受けた者

5　検定の方法

学科試験及び実技試験により行い、合格基準は、それぞれ90

パーセント以上の成績であることとする。ただし、学科試験に

合格しなかった者に対しては、実技試験を行わない。

( 1 )　学科試験

ア　警備業務に関する基本的な事項

イ　法令に関すること。

ウ　車両等の誘導に関すること。

エ　交通誘導警備業務の管理に関すること。

オ　工事現場その他人又は車両の通行に危険のある場所に

おける負傷等の事故が発生した場合における応急の措置

に関すること。

( 2 )　実技試験

ア　車両等の誘導に関すること。

イ　交通誘導警備業務の管理に関すること。

ウ　工事現場その他人又は車両の通行に危険のある場所に

おける負傷等の事故が発生した場合における応急の措置

に関すること。

6　検定の申請手続

検定を受けようとする者は、次のとおり検定の申請手続を行

うこと。

( 1 )　検定の申請の受付期間

令和 2年 9月 7日（月）から同月11日（金）までの午前

8時30分から午後 5時までの間とする。

( 2 )　検定申請書等の提出方法

検定申請書等は、県内に住所を有する者にあっては住所

地を管轄する警察署に、県外に住所を有する警備員にあっ

てはその属する営業所の所在地を管轄する警察署に提出す

ること。

なお、郵送又は代理人による申請は、受け付けない。

( 3 )　提出書類等

ア　検定申請書　 1通

イ　県内に住所を有する者にあっては住所地を疎明する書

面、県外に住所を有する警備員にあっては当該営業所に

属することを疎明する書面　 1 通（現に警備員であっ

て、住所地及びその属する営業所の所在地の両方を高知

県内に有するものにあっては、いずれも提出することを
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要しない。）

ウ　写真（検定の申請前 6月以内に撮影した無帽、正面、

上三分身、無背景の縦3.0センチメートル、横2.4センチ

メートルのもので、その裏面に氏名及び撮影年月日を記

載したもの）　 2枚

エ　 4の受検資格者に該当することを疎明する次の書面　

1通

(ア)　 4の( 1 )に該当する者にあっては、交通誘導警備

業務 2級の検定に係る合格証明書の写し及び交通誘導

警備業務に従事していたことを疎明する警備業者等の

作成に係る書面

(イ)　 4の( 2 )に該当する者にあっては、 1級検定受検

資格認定書の写し

( 4 )　受検対象者の確定方法

受検対象者の確定方法は、先着順とし、検定の実施予定

人員に達した時点で検定の申請の受付を締め切る。

( 5 )　受検票の交付

受検対象者として確定した者に対しては、検定申請書等

を受理した警察署において受検票を交付する。

7　検定手数料の額並びに納付の時期及び方法

検定を受けようとする者は、検定手数料として、14,000円の

額に相当する高知県収入証紙を検定申請書等の提出時に納付す

ること。

なお、納付された検定手数料は、返還しない。

8　検定の実施に関し必要な事項

( 1 )　受検時の服装

警備員にあっては制服とし、その他の者にあっては実技試

験を受けられる服装とすること。

( 2 )　持参品

ア　受検票

イ　筆記用具

ウ　警笛（実技試験に使用するので、本人が使用しているも

のがあれば持参すること。）

エ　帽子（制服で使用している帽子、ヘルメット等）又は運

動帽

オ　雨着（雨天時に使用する。）

カ　昼食（学科試験に合格した場合に必要となる。）

9　検定の実施に関する問い合わせ先

高知県警察本部生活安全部生活安全企画課警備業係（電話番

号088－826－0110内線3022、3024）又は県内の各警察署警備業

担当係
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